
役員報酬及び費用弁償規程 特定非営利活動法人ゆぎの里

第 1条  (目的)

この規程は、特定非営利活動法人ゆぎの里の定款 19条に基づき、役員報酬及び費用弁償等に

ついての基本事項を定める。

第 2条  (役員)

役員とは定款 13条に定める者をいう。

第 3条  (役員報酬)

役員の総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を支払うことができる。報酬は理事長のみとし、

他の役員は無報酬とする。

(1)理事長の報酬は月額を 30000円とし、総会の議決を経て改廃する。

(2)役員に就任した月から退任した月まで報酬を支払うことができる。

第 4条  (報酬の支払日)

理事長の報酬の支払いは、当月分を翌月 20日に支払う。

第 5条  (報酬の支払い方法)

役員の報酬はその金額を通貨で直接役員に支払うものとする。

ただし、法令または規定に基づき、役員の報酬から控除すべきものがある場合は、その報酬の

金額から、その金額を控除して支払うものとする。

第 6条  (費用弁償)

役員等が職務のため交通費その他の経費を負担し、または旅行したときは、その費用を弁償

するものとし、その額は旅費規程等に規定するところによる。

2 費用とは、報酬とは明確に区分できるものをいう。

3 費用の弁償方法は、一般職員の例による。

4 非常勤の理事 (理事長を除く)が理事会に参加した場合の交通費等は一回について200
0円 とする。

第 7条 (変更)

この規程の変更は、理事会の決議によるものとする。

附則

この規程は 2013年 1月 1日から施行する。



賃  金  規  程    特定非営利活動法人ゆぎの里

第 1章  総 則

第 1条 (適用範囲)

1.この規程は、就業規則第 26条 を捕足し、職員の賃金及び賞与について定めたものである。ただし、パー

トタイマー等就業形態が特殊な者については、原則としてその者と締結 した雇用契約による。

2.この規程に定める事項のほか、職員の賃金に関する事項は、労働基準法その他の法令の定めるところによ

る。

第 2条 (賃金の構成)

賃金の構成は以下のとおりとする。

基 本 給

基準内賃金 管理者手当

外携帯電話対応手当

入浴従事手当

間手   当

賃  金

基準外賃金 割増賃金

時間外労働割増賃金

休 日労働割増賃金

深夜労働割増賃金

第 3条 (賃金計算期間及び支払日)

1.賃金は、前月 1日 から起算 し末日を締め切 りとした期間 (以下、「賃金計算期間」という)について計算

し、当月 20日 に支払う。ただし、当該支払日が休日の場合はその前日に支払うものとする。

2.前項の規定にかかわらず、以下の各号の一に該当するときは職員 (第 1号については、その遺族)の請求

により、賃金支払日の前であつても既往の労働に対する賃金を支払う。

① 職員が死亡したとき

② 職員が退職し、又は解雇されたとき

③ 職員又はその収入によって生計を維持している者が結婚し、出産し、疾病にかかり、災害を被り、

又は職員の収入によつて生計を維持している者が死亡したため臨時に費用を必要とするとき

④ 職員又はその収入によつて生計を維持している者が、やむを得ない事由によつて 1週間以上帰郷す

るとき

⑤ 前各号のほか、やむを得ない事情があると法人が認めたとき

第 4条 (賃金の支払方法)

1.賃金は通貨で直接職員にその金額を支払う。



2.前項の規定にかかわらず、職員の同意を得た場合は、本人が指定する金融機関の回座への振 り込みにより

賃金を支給する。また、以下の各号に掲げるものについては賃金を支払うときに控除する。

① 源泉所得税

② 住民税 (市町村民税及び都道府県民税)

③ 雇用保険料

④ 健康保険料 (介護保険料を含む)

⑤ 厚生年金保険料

⑥ 法人の貸付金の当月返済分 (本人の申し出による)

⑦ その他必要と認められるもので職員代表と協定したもの

第 5条 (遅刻、早退又は欠勤の賃金控除)

1.遅刻、早退又は欠勤により、所定労働時間の全部又は一部を休業 した場合は、以下の計算式によりその休

業した時間に応 じる賃金は支給 しない。ただ し、この規程又は就業規則に別段の定めのある場合はこの限り

でない。

基本給+管理者手当
X時間数 (欠勤日数 )

1月 平均所定労働時間 (1月 平均所定労働日)

2.前項の場合、休業した時間の計算は賃金計算期間の末日において合計し、30分未満は切り捨てるものと

する。

3.―賃金計算期間における賃金の総額に10円未満の端数が生じた場合は、これを10円 に切り上げるものと

する。

第 6条 (中途入社又は中途退職の賃金計算 )

1.賃金計算期間の中途に入社又は退職 した者に対する当該計算期間における賃金は、以下の計算式により日

割 りで支給するものとする。なお、10円未満の端数の取 り扱いについては前条第 3項の規定を準用する。

基本給+管理者手当
× 出勤日数

1月 平均所定労働日数

2.死亡の場合には、その月の賃金は全額支給する。

第7条 (体職期間中の賃金)

原則として、就業規則に規定する休職期間中は賃金を支給しない。ただし、法人が特に必要と認めた場合は

基本給の2分の 1を限度として支給することがある。

第 8条 (休暇休業中の賃金)

年次有給休暇に定める体暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給する。

2 次の体暇及び休業期間等は無給とする。

① 産前産後休業

② 育児・介護休業期間

③ 介護看護体暇の日又は時間
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④ 育児時間

⑤ 生理日の措置の日又は時間

⑥ 母性健康管理のための体暇等の時間

⑦ 公民権行使の時間

3 法人の責めに帰すべき事由により、休業したときは、休業手当を支給する。休業手当の額は、

1日 につき平均賃金の6割 とする。

第 2章  基準内賃金

第 9条 (基 本 給)

基本給は、日給月給制、日給制、時間給制とする。

第 10条 (基本給の決定)

基本給は、別に定めるキャリアーパス規程に基づき職員の能力、技能、経験及び職務内容などを総合的に勘

案して各人ごとに決定する。

第 11条 (昇   給 )

1.昇給は基本給を対象に毎年 7月 に別途キヤリアパス規程に基づき決定し、8月 から支給する。ただし、法

人の業績によっては、昇給の額を縮小 し、又は見送ることがある。

2.以下の各号の一に該当する者については昇給を保留することがある。

① 昇給算定期間中の欠勤日数 60日 を超える者

② 就業規則第36条により制裁処分をうけた者

③ 著しく技能が低い者又は勤務成績ならびに素行不良の者

④ 勤続6ヶ 月未満の者

3.法人は必要に応じ臨時昇給をすることがある。

第 12条 (管理者・責任者要件及び手当・資格手当)

1.ヘ ルパーセンターゆぎの里の管理者・責任者とは指定訪間介護 (予防含む)事業所・・指定障害福祉サー

ビス・指定居宅介護支援事業所 (居宅介護・重度訪問介護・同行援護)の指定要件上の責任者を指 し、「介

護福祉士」「居宅介護従業者養成研修」の 1級課程修了者 」「居宅介護従業者養成研修」の 2級課程修了

者であって、3年以上介護等の業務に従事 した者が従事する。

2.ケ アプランゆぎの里管理者・責任者とは指定居宅介護支援事業所の指定要件上の責任者を指 し、「居宅介

護支援専門員」が従事する。

3.法 人本部を統括する総務主任を指す。

4.役 職手当は以下のとおりとする

管理者手当 (所長)  20000円 (経験 5年以上)指定訪問介護事業所 (福祉サービス含む)本部

主任手当       15000円 (経験 3年以上)同上

サービス提供責任者  10000円 (経験 2年以上)※指定訪問介護事業所 (福祉サービス含む)
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兼務する場合は高額の手当のみ支給する。

5.資 格手当は以下のとおりとする

介護福祉±     5,000円

介護支援専門員  10,000円

看護師      10,000円

第 13条 (時間外携帯電話対応手当)

サービス提供責任者及び居宅介護支援専門員が、自宅で利用者からの緊急電話に対応するため、携帯電話

を保持した場合 一日につき 100円

第 14条  (入浴従事手当)

訪問介護直接従事者のうち、利用者宅で入浴介助に従事 した場合  1回 につき200円

第 15条 (通勤手当)

通勤手当は次の区分により支給する。ただ し、非課税限度額を上回る場合は上回つた分については課税通勤

費として支給する。

① 公共交通機関を利用する者        実費相当額

② 自家用車で通勤することを承認した者

往復通勤キ回数x25日 X単価 (20円 )

第 3章  基準外賃金

第 16条 (割増賃金)

1.所定労働時間を超え、かつ、法定労働時間を超えて労働した場合には、時間外労働割増賃金を、法定の体

日に労働した場合には休日労働割増賃金を、深夜 (午後 10時から午前 5時までの間)に労働した場合には

深夜労働割増賃金を、それぞれ以下の計算により支給する。

時間外労働

割 増 賃 金

算 定 基 準 賃 金
xl.25x時 間外労働時間数

月平均所定労働時間

休 日 労 働

割 増 賃 金

算 定 基 準 賃 金
Xl.35X休 日労 働 時 間 数

月平均所定労働時間

深 夜 労 働

割 増 賃 金

算 定 基 準 賃 金
XO.25× 深 夜 労 働 時 間 数

月平均所定労働時間

2.算定基準賃金とは基準内賃金から家族手当と通動手当を除いたものをいう。

3.所定労働時間を超え、かつ、法定労働時間を超えて労働 した時間、又は休日に労働 した時間が深夜に及ぷ

場合は、時間外労働割増賃金又は休日労働割増賃金と深夜労働割増賃金を合計 した割増賃金を支給する。
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第 17(賞   与)

第 4章  賞



1.賞与は原則として毎年 6月 および 12月 に職員各人の勤務成績を査定して決定し、支給する。ただし、法

人の業績によっては、賞与の額を縮小し、又は見送ることがある。

2.賞与の算定期間は以下のとおりとし、支給対象者は賞与の支給日に在籍 している職員に限る。

夏季賞与 11月 1日 か ら4月 30日

冬季賞与 5月 1日 から10月 31日

この規程は、

この規程は、

この規程は、

この規程は、

付

平成 25年 6月

平成 28年 1月

平成 29年 7月

令和 2年 10月

員1

1日 から施行する。

1日 から施行する。

1日 より改定する。

1日 より改定する。

″
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キ主_リ アニパス規程

第1章 総 則

(目  的)

第 1条  この規程は、特定非営利活動法人ゆぎの里において介護業務に従事する正職員及び有期契約職員 (登録
ヘルパー・パー ト含む。)のキャリアーパス及び定期昇給に関する事項について定めたものである。

(適用の範囲)

第 2条  この規程は、正職員及び有期契約職員 (契約ヘルパー・パー ト含む。)に適用する。

(キ ャリアーパス制度の骨格)

第 3条  法人は、次のキャリアーパス制度を定め、任用要件及び昇格要件に基づき該当する職員の処遇を決定
し、定められた労働条件に反映させるものとする。

1)職位・職責・職務内容に応じた任用要件
2)職位・職責・職務内容に応 じた昇格要件
3)職位・職責・職務内容に応 じた賃金体系及び定期昇給要件
4)資格取得についての処遇

第 2章 職位・職責に関するキャリアーパス制度

(制度体制)

第 4条 職位・職責に関するキャリアーパス制度は、職員が所属する事業所ごとに次の制度体系図に基づいて運
用する。

図

(パー トタイマーか ら正職員への転換 )

第 5条  法人は、勤続 6ヶ 月以上のパー トタイマー (登録ヘルパー)が希望し法人が認めた要件及び基準を満た

した場合は、正職員に転換させることがある。
2 転換時期は原則として毎年4月 とする。ただし、法人が必要と認め、第 3項の基準を満たした場合は

臨時に転換させることがある。
3 転換させる場合の要件基準は以下のとおりとする。

(1)直近の人事考課でA以上の評価で「優秀」と認められた者

(2)正職員と同様の勤務時間・ 日数で勤務が可能な者
(3)理事長の面接に合格した者

(任用要件及び昇格要件)

第 6条 前条で規定したキャリアーパスの職位・職責に関する任用要件 (期待水準、資格要件、勤続年

数)並びに昇格要件は、下表のとおりとする。

等級・職 工立 職貢・職務 内容 資格要件・勤続 (経験)年数
区分 正職員

6等級 介護福祉士・勤続5年以上

5等級

管
理
職

（
正
職
員
）

■■
「 介護福祉士・勤続 3年以上

4等級 サ責リーダー 介護福祉士・勤続 2年以上

3等級

正 一

職般

員職

契
約
職
員

・
介護福祉士・勤続 0～ 2年

登録ヘルバーB
初任者研修・介護福祉士・勤
続2年以上2等級

初任者研修・介護未経験者1等級

登

録

ル

パ

|

管理者 (所長)

主任

常勤介護職

登録ヘルパーA



等級職位 職 責
任用要件

昇格要件
基本給

期待水準 資格要件 経験・勤続年数 正職員
パー ト
契約職員

6等級課
長

管理者
施設を統括し、経営企画
を推進できる 介護福祉士 常勤 5年以上

指導職評価で2連続A以 上
評価、かつ上長が 6等級に
ふさわしいと判断した者

基本給 (6等
級)21万円以
上・諸手当・

5等級係
長

主任
施設運営と雇用管理・人
材育成ができる 介護福祉士 常勤 3年以上

管理職評価で3年間で 2回
以上A以上評価.かつ上長
が 5等級にふさわしいと判
断した者

基本給 (5等
級)20万円以
上・諸手当

4等級主
任

サービス提供責任者
サ責チームを統括し、事
業目標を管理できる 介護福祉士 常勤 2年以上

一般孵ト パー ト評価 3年間
で2回以上A以上評価、か
つ介護福祉士

基本給 (4等
級)18万円以
上・諸手当

パー ト時給

(4等級 )

1160円 以
上・諸手当

3等級―

般職
常動介護職

サ責の業務を行い.ヘル
パー指導ができる

介護福祉士実
務者研修

常勤 0～ 2年以上
介護経験 3年以上

一般孵ト パー ト評価で 2年
間連続A以上評価、かつ介
護福祉士

基本給 (3等
級)17万円以
上・諸手当

パー ト時給
(3等級 )

1045円 以
上・諸手当

2等級契
約職員

登録ヘルパーB

難しいケースの訪問介護
業務に対応できる

初任者研修・

介護福祉士
介護経験 2年以上

ベルパー評価でA以上、初

任者研修終了かつ介護福祉
士

ベルパー時
給 (2等

級)990円 以
上・諸手当

1等級契
約職員

tss^/l-lj-A
指示されたとおりに介護
業務を遂行できる

初任者研修終
了

未経験可
ベルパー評価でA以下.カ
つ自社内研修受講

ベルパー時
給 (1等

級)940円 以
上・諸手当

【介護職員の職位・職責に応じた任用要件並びに昇格要件】

(任用・格付 )

矛 f木  無資格未経験で正職員を希望する者は、採用後、 3等級に格付する。経験又は資格を有する者について

は、第 6条の任用要件に応 じて格付けする。登録ヘルパー (パー トタイマー)と しての勤務を希望する者
は、有する資格に応 じ、昇格基準は、第 6条の昇格要件のとおりとする。

(昇格)

第 8条 正職員、契約職員及びパー トタイマーの等級の昇格は、各等級別に管理職評価又は、一般職評価の結果
に基づいて行う。昇格基準は、第 6条の昇格要件の通 りとする。

(降格)

第 9条 等級の降格は、業務遂行における技能レベルの低下や職務専念義務の怠りにより期待水準を満たせなく
なったとき、又は就業規則に規定する懲戒事由に該当する行為があったときなど、法人が必要と判断した

場合は、下位級へ降格を行 うことがある。

第 3章 評価に基づく定期昇給制度

(評価制度の実施時期 )

第10条  法人は、原則として年 1回 6月 に評価を実施する。評価は等級により管理職評価基準 (5～ 6等級)、

一般職評価基準 (3～ 4等級)又はヘルパー (パー トタイマー)評価基準 (1～ 4等級)を用いる。評価

期間は毎年 5月 1日 から翌年 4月 30日 までとする。ただし、採用後 6か月に満たない者、欠勤、休職に

より実勤務 日数が対象期間の 2分の 1に満たない者の評価については勤務実態等総合判断により法人が定

める。

(正職員及び契約職員の定期昇給のルール)                       _. __ .^_
第 11条  評価はS,A, B,C,Dの 5段階評価とする。評価の結果に基づき、正職員及び有期契約職員 (登録

ヘルパー・パー トタイマー)の号俸は以下の正職員、パー ト契約職員共通の賃金テーブルのとお りとす

る。昇給又は減給後の新賃金は7月 から支給する。



各等級「丹i『

評価
3～ 6等級

S 3号俸昇給 3000
A 2号俸昇給 2000
B 1000
C 昇給なし
D 昇給なし

※ 正

正職 等級 別基本給表 (月 額 )

による パ ー

翌■22と三1昼雪́日L三二2コ:22重型l墜士」i162.7
(定期昇給を行わない場合)

第12条  法人は、業績の悪化等の理由により、定期昇給を行わない場合がある。

(役職手当)

第13条
る
昇格後基本給の昇給を行 うとともに、役職者として任ぜられた者については下表の役職手当を支給す

等級・職責 資格手当 (月 額) 備 考
6等級 管理者 (所長) 20,000円
5等級 主任 15,000円
4等級 サ責任 リーダー 10,000円

円

(そ の他手当)

第14条  介護関係業務に従事する登録ヘルパー (パー トタイマー)には下表の手当を支給する。
※時間給換算支給内容 (1等級1号俸基本給換算、昇給、 格後の基本時給換算額により支給)

※定額支給手当内容
業務区分 基準額 支給基準内容

(8)入浴手当 200 1回 につき

(9)当 日キャンセル手当 850 45分計算

(10)会 議手当 1015 時間計算 (見直し予定)

(11)報 告手当 500 援助のまとめ報告した場合 1か月当り

(12)通勤手当 200´ヽ́400 訪問先の換算距離に応じて支給 (別級)

(13)移 動手当 1015 複数訪問ある場合移動時間を合理的な基準で 1日 1時間を上限

パ ー

各等級別
評価

1～ 4等級
S 3号俸昇給 15

A 2号俸昇給 10

B 1号俸昇給

C 昇給なし

D 昇給なし

3等級 4等級 5等級 6等級
1号 ' 170,000 180,000 200,000 210,000
2号俸 171,000 181,000 201,000 211,000
3号俸 172,000 182,000 202,000 212.000
4号俸 173,000 183,000 203,000 213,000
5号 ' 174,000 184,000 204,000 214,000
6号 175,000 185,000 205,000 215,000
7号′ 176.000 186,000 206,000 216,000
8号ヤ 177.000 187,000 207,000 217,000
9号ヤ 178,000 188,000 208,000 218,000
10号 .

一季 179,000 189,000 209,000 219,000

区分 1等級 2等級 3等級 4等級
1号中 940 990 1,045 1160
2号 . 945 995 1,050 1165
3号俸 950 1,000 1,055 1170
4号俸 955 1,005 1,060 1175
5号俸 960 1,010 1,065 1180
6号俸 965 1,015 1,070 1185
7号 . 970 1,020 1,075 1190

8号 . 975 1.025 1,080 1195

9号 . 980 1,030 1.085 1200
10号

|

羞
中 985 1,035 1,090 1205

1等級
1号 ②

2等級
1号 ④

3等級
1号 ⑤

4等級
1号 ⑥1等級1号俸 ②

との差額確認 940 990 1045 1160業務区分
基準額
①

①―②=③ ②+③ ④+③ ⑤+③ ⑥+③

(1)身体介護 (1.5時間以内) 1500 940 560 1,500 1,550 1,605 1,720

身体介護 (1.時 間以上) 1300 940 360 1,300 1,350 1,405 1,520

1,350 1,405 1,520(2)生活援助/家事 1300 940 360 1,300

(3)予防介護 1300 940 360 1,300 1,350 1,405 1,520

(4)重度訪問介護 (1.5時 間以内) 1400 940 460 1,400 1,450 1,505 1,620

重度訪問介護 (1.5時間以上) 1300 940 360 1,300 1,350 1,405 1,520

(5)移動支援及び同行 1200 940 260 1,200 1,250 1,305 1,420

1,205 1,320(6)助け合いベルプ (交通費含) 1100 940 160 1,100 1,150

(7)通院オプション 1300 940 360 1,300 1,350 1,405 1,520

(資格取得制度に関するキャリアーパス制度 )

3

_1-



第 5条  職員が担当する業務の遂行又は配置転換の業務の遂行に必要とされる資格、又は現在の職務の遂行にあ
たリサービスの質の向上に関して有益となる資格として法人が定めた資格を取得した場合は、当該資格に
関して下記に規定する資格手当を支給する。ただし、 2つ以上の資格を保有する場合は、そのうち最も高
額な手当金を支給するものとする。

資格の種類 資格手当 (月 額) 備 考

介護福祉士 5,000円

介護支援専門員 10,000円

看護師 10,000円

円

第 4章 その他

(制度の改廃又は廃止)

第16条  本規定で定める内容は、介護保険法における処遇改善加算制度の改廃や、法人の業績その他、法人が必
要と認めた際は、労働基準法又は関係法令において定められる手続きを経て、制度の改編又は廃上を行 う
場合がある。

(付 則)

この規程は、平成 29年 7月 1日 に制定 し、同日から実施する。



書式第 17号 (法第55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第2項第3号に定める事項を記載した書類

法人名 特定非営利活動法人ゆぎの里 事 業 年 度
平成 31年 1月 1日 ～

令和元年 12月 31日

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

入
′」1=
1日 先 金    額

1,000,000円

1,500,000円

2,000,000円

1,500,000円

2,000,000円

500,000円

1,000,000円

1,000,000円

500,000円

500,000円

500,000円

500,000円

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

正会員受取会費

受取寄付金

受取地方公共団体補助金

受取民間助成金

配食サービス事業収益

28,000円

834,000円

850,000円

492,000円

2,894,975円

地域住民との交流事業収益

助け合いヘルパー派遣事業収益

介護保険事業収益

居宅・重度訪問・同行援護事業収益

移動支援事業収益

0円

602,860円

33,605,446円

15,592,134円

2,851,900円

居宅介護支援事業収益

産直共同購入事業収益

受取利息

9,277,553円

283,030円

90円

雑収益 15,884円

ノヽ
計 67,327,872円



1,000,000円

1,000,000円

〈
口 計 14,500,000円

な し

(3)そ の他

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

産直品 不明円 一般販売価格

宅配弁当 600円 一食あたり600円

円

円

円

円

円

円

円

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

(3)役務の提供に係る料金及び条件等

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ
第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

{1)収益の生ずる取引の上位5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

57,062,271円

訪問介護報酬・障害者自立支

援報酬・障害者移動支援報

酬・居宅介護報酬

高齢者配食補助金

1,214,592円 障害者 自立支援報酬

800,000円 職場定着支援助成金

480,000円 高齢者無期雇用転換助成金

100,000円 寄付金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

13,411,307円
厨房解体工事

新事務所改装工事

2,561,282円
パソコン・コピー機 リース代

通信代・印刷代

1,930,000F[] 地代家賃

1,752,720円 地代家賃

568,000円 退職金掛け金

取引先の氏名等
法人 との

関  係
住所又は所在地

譲 渡

年月日
譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等

平成 31年 1

月 1日 ～

令和元年

12月 31日

一般販売価格 産直品

平成 31年 1

月 1日 ～

令和元年 5

月 31日

一食あたり

600円
宅配弁当

平成 31年 1

月 1日 ～

令和元年 5

月 31日

一食あた り

600円
宅配弁当



ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月 日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人 との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供年月 日
対 価 の 額 役務提供の内容等

平 成 31

年 1月 1

日～令和

元 年 12

月 31日

312,900円 社労士顧問料・報酬

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月 日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

5 給与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

51人 50,596,619円



6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

支出年月 日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

な し
円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

7 海外への送金等に関する事項 (その金額が200万円以下の場合に限る。)[⑦200万円以下の海外への
送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施 日]

実  施  日 使 途 金   額

な し
円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

法人名 特定非営利活動法人ゆぎの里 チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 :各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること
二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理カン予われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転記してください。

③及d〕こついては、′]」腱点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

ロ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②■③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

害」合

(④―①

① ② ③ ④ ⑤

④ 31年 1月 1日 ～令和元年12月 31日
14人 0人 0% 0人 0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

|まい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

Er,\

t,\!\z

はい

いいえ

(注意事
=D

・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員軸酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。

ノ
‐
ヽ

υ

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

○ 該当する項目をOで囲み、監査証明書又は第3表付表2「帳簿組織の状況」を添付してください。

項
日

［ ① ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

κ下さ
ヽ ヽ _´/

はい

|ぃぃえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている
い し ラ`て:

)

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日

【 ① ⑥ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

第3表 (次葉)

(注意事]D

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

「認定基準等チェック表」 (第 3表)記載要領

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認:することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。

項 目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「④～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

|ミ 「定款 (又は会則)第○条に『各正会員の表決権は、

平等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イに記載する各期

間 (「④」から「①」)を示したものです。

① 「会計について
`婦

3会計士又は監査

法人の監査を受けている」の「はい

に「○」した場合には監査証明書を添

付してくださし、

②  「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行っている」の「は0」 に「o」

した場合には、第 3表付表 2「帳簿組

織の状況」を記載し添付してくださ

しヽ

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イに記載する各期

間 (「③」から「①」)を示したものです。

記載要領の補足



法人名 特定非営利活動法人ゆぎの里 ④ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

役  員  数 14人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

○

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏   名 住  所 職名 続柄等
④ ⑤ ◎ ④ ◎ 申請時

就任・退任

年月日

上田紘治

米 田町子

甲斐員澄

佐々木聡

理事長

理 事

理 事

理 事

○

○

○

○

平成 20年 4月 1日 就任

平成 15年 5月 28日 就任

平成 15年 5月 28日 就任

平成 21年 4月 1日 就任

平成 23年 4月 1日 就任

平成 23年 4月 1日 就任

平成 25年 4月 1日 就任

平成 25年 4月 1日 就任

佐藤資朗

小林裕子

福島民夫

漬崎美代子

理事

理事

監事

理事

○

○

○

○

北原文子 理 事 ○

平成 27年 4月 1日 就任

平成 29年 4月 1日 就任

横山洋子 理 事 ○

棚沢恭子 理 事 ○

平成 29年 4月 1日 就任

大内山純子 理 事 ○

平成 29年 4月 1日 就任

亀井澄男
監事 平成 30年 2月 25日 就任

(1)最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれ らの

者の親族等」のグループの人数



|

理事

|

平成 31年 4月 1日 就任

|

渡辺淳子

(注意事項 )

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載 した事

項について、改めて記載する必要はありません。

| |



法 人 名 特定非営鉢|」活動法人ゆぎの里

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 言D帳の時期 保存期間

総勘定元帳
会計ソフト けeb会計)使用

ルーズリーフ 随時 7年

現金出納帳

エクセノイ吏用

/v-At*7
随時 7年

振替伝票 単票 限嬰寺 7年

寄付者渚簿 )1,-Al) *7 随時 7年

給与台帳 ノレーズリーフ
随時 7年

固定資産台帳 (備品台帳)
ルーズリーフ

随時 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況

(記載雲働

「伝票又朧帳簿名」欄は、例えば「現金出響沖■l、 「総勘定元帳」、「経費帳」などのように記載します。

「左の帳簿等の形態」欄は、「3枚複写伝票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

「記帳の時期」欄は、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書妻D
がないときは、添付を省略することができます。

第3表付表2

に記載した内容に変更



法人名 特定非営利活動法人ゆぎの里 チェック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人

と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

項 目 ④ ⑥ ◎ ① ◎ 申粛罰専

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び信者を教化育成する活動
有 ・① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 4日: 有 無 有 ・ 無

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに前 る活動
有・① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又蘭女党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

有・ ⑬ 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

イ

ロ

項 目 ④ ⑥ ◎ ③ ◎ 申需郭寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特別の利益の供与の有無

有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等又1浙交員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特別の利益の供与の有無

有・⑩ 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して特別の禾1協望の供与の有無
有・⑩ 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無
有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表 (第 4表 ) (初葉)

∝意事つ

・ 「認定基準等チエック表 (第 4表)」 は、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)(ハ及び二)」 の言調扱 び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。

○



書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事項 )

・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添付する必要

があります。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

法人名 特定非営利活動法人ゆぎの里 チェック‖謁

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について関覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (■

'嘴

調0等がある場合にIよ その細則 (社内規貝ID等を添付してくださし、

同  意

Ltl,,

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10月洪上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基時 に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び伎途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第 14号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 特定非営利活動法人ゆぎの里

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

(注意事Q
・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第

55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

③ ⑮ ◎ ① ◎ ①

有 ・ 無 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 猛
ヽ

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック1嗣

ヽ
ｌ
‐′

′

／
ｔ

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何ら力f)利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

③ ⑤ ◎ ③ ◎ ① 申 請 時

有 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 征
ヽ

有 ・ 無イコ:



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係 )

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人ゆぎの里 チック欄

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り消された場
合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定
特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

日 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
し嗜

ハ 特定非営利活動促進芸若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等 ●中頸 1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 帳■項2)

2 認定又は仮認定を取り消されその耳

"肖

しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該榊 処分の終了の日から3年を経過しない法人 〈認
定、仮認定及び認定の有効期間の更新の申請時| は、 |か ら交付を受けた納税証明書「その4」 並びに

関係都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書の添付が必要となります)。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

1

イ

ロ

ハ

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営禾I括動法人が仮認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当該仮認定特定非断 I括,法人のその業務を行う理事であった者でその取消し

の日から5年を経過しない者の有無

有

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から5

年を経過しない者の有無

/´
~｀

ヽ

tョジ有

特定非営オ1括コ捉進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第 2∝ 条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有

暴力団の構成員等の有無 有 毎

認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 は い ・

/  ヽ

いいえ′

rt,.,..6',,.i定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞業核と分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人 は い ・

耐
議

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記 4に係る所轄税務署長等から交付 を受けた納税証明書

「その4」 並びに関係都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた淵繭処分に係る評媚腹正明書を添詐トケること

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る絆

"視

正明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

は い い い国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算‐金を課された日から3年を経過しない法人

次のいずれが こ該当する法人 ⌒

暴力団 はい・並リ
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 mv'.(viz)

イ

ロ

○




